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JICA海外協力隊県庁表敬
訪問

〈R6.1月～3月の一部を掲載します〉

2／20新潟市障がい者
雇用支援企業ネットワーク
『みつばち』第5回例会

1／21
オサムちゃんみいつけた！展

2／11
卓球バレー指導者養成講座

2／18
第２回 食品ロス学習会

2/25　
眠育のすすめ講演会

3／3　
給付型奨学生成果報告会

2／25
国際交流協会・着物着付体験

2／24
フードバンクつばめ

1／13～14　
能登半島地震災害ボラン
ティア(輪島市)

@855erggs

一般質問▶ 会議録の
検索と閲覧▶

　『障害者差別解消のための条例の制定』に向けて、１月22日に第１回の検討委員会が開催
されました。令和７年４月１日条例施行を目指すとしていますが、国の『改正障害者差別解
消法』は本年４月に施行されますので、法律から1年遅れの施行となります。
　現在では、条例を持っていない県が少なくなり、青森県、兵庫県、島根県、岡山県、広島県、
高知県、と新潟県の7県だけとなりました。県内では新潟市、三条市についで、見附市も
条例制定に向けて前向きに動き出しています。
　具体的な条例の内容は今後検討されていきますが、障害を理由とする差別に該当する
事案の解決を図るための手続きや相談体制について条例に位置づけるなど、実効性のあ
る条例となるように今後も注視していきます。

新潟県議会2月定例会が閉会しました。

https://koizumimasaru.j imdofree.com/
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第１回新潟県障害者差別解消のための条例制定検討委員会開催

障害者差別解消を目指して問題
提起

コイズミの

そして現在　新潟県が『パートナーシップ届出制度』要綱制定に向けて取り組むことについて、2月定
例会総務文教委員会で説明がありました。全国でも議論が進み、導入する自治体も増え
てきています。県内では、新潟市、長岡市、上越市、三条市、村上市がすでに導入をしてい
ます。当事者の方々が、『社会から認められている』と、感じることのできる安心感が何よりも大切です。

「新潟県パートナーシップ届出制度」（仮称）要綱制定へ

多様性を尊重する社会へ向けて問題
提起

コイズミの

そして現在

≪新潟県が想定しているサービスの例≫

■民間サービス■行政サービス

≪パートナーシップ制度≫とは?
日本では法律上、同性同士の婚姻が認められていません。
LGBTQカップルに対し、地方自治体が独自に「結婚に相
当する関係」とする証明書を発行することで、様々なサー
ビスや社会的配慮を受けやすくしようとする制度です。

　大学医学部の地域枠について、新潟県の令和6年度地域枠は12大学77名へ拡大されました。このう
ち「獨協医科大学」は県と見附市が連携して修学資金を貸与し、配属先病院は見附市立病院となります。
　「獨協医科大学」には見附市1名、燕市1名の計2名の地域枠の設定があり、その2名の枠に55名の応
募がありました。
≪県と見附市が連携した地域枠卒業医師の指定勤務イメージ≫

大学医学部地域枠【見附市立病院】～令和6年度

見附市立病院の医師確保問題
提起

コイズミの

そして現在

 【地域枠とは？】
将来、県内の地域医療を担う医学生を選抜し、
卒業後、県内の指定された医療機関で９年間
の勤務（指定勤務）を義務付ける制度です。貸
与する修学資金は、９年間の指定勤務で全額
返還免除されます。

○修学資金／3,660 万円
   （県 2,160 万円、見附市 1,500 万円）
○勤務期間／９年間のうち見附市立病院に５年間勤務
○診 療 科／内科・外科・総合診療科・小児科
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見附市立病院 見附市立病院

自由選択

県内病院

自由選択

指定勤務 指定勤務研修
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公営住宅への入居

病院での面会等

生活保護の世帯認定

同居家族にパートナーを含む
患者本人の意向及び個人情報の
保護を前提に、パートナーの患者
への面会や手術同意などが可能
生計の実態に応じて認定している

生命保険
自動車保険
携帯電話料金
住宅ローン
クレジットカード
航空会社
映画館
不動産会社

死亡保険の受取人として指定できる

運転者限定特約の対象とできる

家族割の対象とできる

収入合算、ペアローンの利用ができる

家族カードの発行ができる

マイレージを共有できる

家族（夫婦）割引の対象とできる

賃貸住宅のあっせん
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原子力規制委員会は、原発事故時に屋内退避を原則とする
内容を含む『原子力災害対策指針』を見直す方針を決めた。
知事は記者会見の場で、「議論の方向は見極めたい」と述べ

ているが、県として３つの検証を行い、避難方法についても県独自の検証
をしたのだから、それに基づき、新潟県原子力災害広域避難計画の変更に
着手するべきと考えるが、知事の所見を伺う。
答弁 【知事】

県では検証を踏まえ、スクリーニングポイント候補地の追加指定や安定ヨウ素剤のＵＰＺ内
住民への事前配布などの取組を行い、その結果を適宜避難計画に反映してきた。原子力規
制委員会での議論の結果、指針の見直しがあれば、必要に応じて、避難計画を見直してい
く。県としては、避難計画の実効性を高める取組に終わりは無いと考えており、今後も、実効
性向上に向けた不断の取組を行っていく。

見附市総合型地域スポーツクラブでは障害者を対象にしたチ
アダンス教室を実施している。学校を卒業した後、福祉作業
所などに通所している障害者は運動不足になりやすいことか

ら、障害者を対象としたプログラムづくりを促進するなど、県として障害者
の運動機会の創出と健康増進に取り組むべきと考えるが所見を伺う。
　答弁 【福祉保健部長】
ご指摘のとおり、障害者の健康増進のためには、運動機会の創出が重要と考えている。令和
４年３月には新潟県スポーツ推進プランを改定し、障害者が身近な場所でスポーツに親しむ
ことができる環境の一層の整備に向けて取り組んでいる。

不登校児童生徒の受け皿として、フリースクールは欠かせない
ものとなっている。しかし、フリースクールの月額授業料の平
均は約3万3千円と、保護者に大きな負担となっている。一方で

フリースクールの運営は大変厳しいと聞く。保護者及びフリースクール運
営事業者の双方に対して財政支援をすべきと考えるが所見を伺う。
　答弁 【教育長】
来年度は、フリースクールと学校との一層の連携強化を働きかけるとともに、市町村教育委
員会や学校、フリースクール等が参加する代表者会議において、「出席扱い」の基準の明確化
や財政支援の在り方について議論する。その際、フリースクールに通う児童生徒の保護者に
も意見を聴くなどして参考にしたいと考えている。
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野良猫の繁殖による環境問題について、本県でも個人や団体
に対し、不妊去勢手術費用の一部補助や捕獲器の貸出等の
支援を行っているが、予算が限られていると聞く。地域コミュ

ニティやボランティア団体等への支援をさらに拡充する必要があると思う
が所見を伺う。
答弁 【福祉保健部長】

野良猫の不妊去勢手術費用の一部補助を平成28年度から行っており、補助要望の状況を踏
まえて必要な予算を確保している。引き続き、地域コミュニティの理解やボランティアの協力
を得ながら当該事業を推進するとともに、野良猫の繁殖防止のためにセミナー開催や啓発
リーフレットの配布を行っていく。

屋根の雪下ろし時の転落事故防止のため、命綱固定アンカー
の設置は重要である。特別豪雪地帯に該当しない地域であっ
ても屋根の雪下ろしが必要なほど積雪量が多くなることがあ

り、また、過去にも屋根からの転落死亡事故もある。県の補助の対象地域
を拡大すべきと考えるが今後の取組方針を伺う。
答弁 【土木部長】

令和５年度には、一般世帯における命綱固定アンカーの設置ニーズの高まりを受け、高齢者
等の要援護世帯から一般世帯に対象を拡大した。まずは特別豪雪地帯を有する全市町村で
の事業実施に向け、引き続き、より効果的な事業となるよう、県民ニーズや補助を行う市町村
の意向の把握に努めていく。

「令和５年農業構造動態調査」によれば、本県の基幹的農業
従事者のうち、49歳以下の割合はわずか7.7％という状況に
ある。若者が農業に魅力を感じ、農業が職業として選ばれる

よう、どのようなＰＲを行っていくのか県の取組方針を伺う。
答弁 【農林水産部長】

県としては、県内外の就農相談会等の機会を通じて、先輩農業者から農業を志す若者に体
験談を紹介していただくとともに、様々な分野での活躍がイメージできるよう、農業法人で
の多様な働き方の実例をＳＮＳ等を活用して動画配信するなど、新規学卒者や転職希望者、
ＵＩターン希望者等に幅広く情報発信していく。

令和6年2月定例会【一般質問抜粋】


